
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ながさき産業振興プラン（仮称） 

【素案】 

 

 

 

 

 

 
令和２年１１月 

長崎県産業労働部 

 

概要版 



1 

 

 

 計画策定にあたって 

 

①策定趣旨 

我が国では 2008 年を境に人口減少社会に突入しています。国全体よりも人口減少・高齢化のス

ピードが速い本県においては、時代の変化を的確に捉え、限りある資源を効率よく活用し、県民が

夢や希望を持ち、豊かな生活を営むことができるよう知恵を絞ることが求められています。多くの

方々が活躍し支え合い、それに伴い力強い元気な産業が育ち、地域に活力が生まれていくことが必

要です。 

現行の「ながさき産業振興プラン」（以下「現行プラン」という）期間中には、県民の皆様とともに県

内産業の振興に取り組み、金融・保険、ＢＰＯ1、さらには情報通信(ＩＴ)関連産業の誘致実現や雇用

の創出など一定の成果があった一方で、生産性向上、高付加価値化や経営基盤強化への取組の

遅れ、産業人材の不足など、依然として課題も抱えています。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大の影響により、本県においても、これまでに

経験したことがないような未曽有の危機に直面しています。 

このような状況下で、現行プランの計画期間の終了を受け、次期長崎県総合計画の方向性に沿

った産業労働施策の展開に向けて、本県産業の持続可能な発展を実現するための道標として本プ

ランを策定するものです。 

②計画の位置づけ・計画期間 

本プランは、次期長崎県総合計画の部門別計画にあたり、産業・労働部門に特化した計画となり

ます。計画期間は令和 3年度から令和 7年度までとなります。 

対象となる産業分野は、県内産業のうち、製造業及びサービス産業2です。また、『長崎県中小企

業・小規模企業の振興に関する条例』第 16 条に定める「中小企業の振興を図るための施策を総合

的に推進する計画」にあたり、県内企業の 99.9％を占める中小企業・小規模企業の振興計画でもあ

ります。 

 

 
1 Business Process Outsourcingの略：業務プロセスの効率化、最適化を目的に、企業が社内の業務処理の一部を専門の事業者に外部委託(ア

ウトソーシング)すること 
2本プランにおいて、本県では「サービス産業」＝「第 3次産業」としている。なお、サービス産業のうち、本県経済の規模拡大を図る「県外

需要の取込」、県内消費の活性化を図る「新サービスの創出」、人材育成やＩＣＴ等の基盤整備を図る「生産性の向上」に資するという観点か

ら、「卸売・小売業」「宿泊・飲食サービス業」「情報通信業」を主な支援対象としている。 

序章.計画概要 

※長崎県中小企業・小規模企業の振興に関する条例（抜粋） 
第 16 条 知事は、中小企業の振興を図るための施策を総合的に推進する計画（以下「計画」という。）を策定するものとする。 
２ 計画には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 基本方針 
（２） 具体的な振興策 
（3） 数値目標 
（4） 前３号に掲げるもののほか、中小企業の振興に関し必要な事項 

３ 知事は、計画を定めようとするときは、あらかじめ、中小企業者及び中小企業関係団体の意見を聴くほか、県民の意見を反映させるた
めに必要な措置を講ずるものとする。 

４ 知事は、計画を定めたときは、議会の議決を経て、これを公表するものとする。 
５ 前２項の規定は、計画の変更について準用する。 
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１ 新型コロナウイルス感染拡大による経済の低迷と消費行動の変化（国内の状況） 

 

① 実質ＧＤＰ成長率 （2020年 7～9月期 内閣府 11/16発表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 国内で売上が減少した業種 

 

 

【2020年 4月の売上が減少した企業の割合［対前年同月比］（％）】 
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第１章.長崎県の産業を取り巻く現況 

〇2020年 7～9月期の国内総生産（ＧＤＰ）速報値は、物価変動の影響を除いた実質で前期比
5.0％増、この成長が１年続いた場合の年率換算で 21.4％増となった。 

〇ただし、新型コロナウイルスの影響で前の３か月がマイナス 28.8％と歴史的な急落になった
ことの反動という側面が大きく、ＧＤＰは感染拡大前の水準には遠く、日本経済は回復途上
にあることを示した形となっている。 

出典）日本経済再生本部・未来投資会議（第 38回）資料 

〇1年前と比べて売り上げが減少した企業の割合は全体の 84％。 
〇特に飲食店は 98％、宿泊業は 95％が 3割以上の売上減という甚大な影響を受けている。 

出典）ＮＨＫ ＮＥＷＳＷＥＢ 
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２ 長崎県の産業・経済概況 

 

①県内の企業数、従業者数 

 

 

 

 

 

【企業数、従業者数（民営、非一次）】 

 

 

②経済・雇用概況 

 

ア）業況判断 

 

 

 

 

 

  

企業数（者） 企業数（者）
構成比 構成比 構成比 対H24増減率 構成比 対H24増減率

3,863,530 100.0% 46,138,943 100.0% 3,589,333 100.0% ▲7.1% 46,789,995 100.0% 1.4%

10,596 0.3% 13,971,459 30.3% 11,157 0.3% 5.3% 14,588,963 31.2% 4.4%

3,852,934 99.7% 32,167,484 69.7% 3,578,176 99.7% ▲7.1% 32,201,032 68.8% 0.1%

うち小規模企業 3,342,814 86.5% 11,923,280 25.8% 3,048,390 84.9% ▲8.8% 10,437,271 22.3% ▲12.5%

44,730 100.0% 338,956 100.0% 41,846 100.0% ▲6.4% 326,505 100.0% ▲3.7%

43 0.1% 25,521 7.5% 53 0.1% 23.3% 26,879 8.2% 5.3%

44,687 99.9% 313,435 92.5% 41,793 99.9% ▲6.5% 299,626 91.8% ▲4.4%

うち小規模企業 39,157 87.5% 133,663 39.4% 36,201 86.5% ▲7.5% 118,916 36.4% ▲11.0%

H24

　　従業者数（人）

長
 
崎
 
県

総数

大企業

中小企業

　　従業者数（人）

全
 
 
国

総数

大企業

中小企業

H28

出典）2020年版中小企業白書 

〇県内企業の約 99.9％が中小企業、うち 86.5％が小規模企業 
 （全国：それぞれ 99.7％、84.9％） 
〇県内の従業者のうち 91.8％が中小企業、うち 36.4％が小規模企業で働いている。 
 （全国：それぞれ 68.8％、22.3％） 
〇本県では、全国と比較して中小企業または小規模企業で働く従業者の割合が高い。 
〇県内の大企業数は 53者、大企業で働く従業者の割合は 8.2％であり、対平成 24年度比 

でいずれも増加。 

 
〇景況感は、製造業・非製造業ともに依然大幅なマイナス水準で、先行きが不透明な状況 
 （6月調査時点からの改善は見られる。） 

2019年 2019年 2020年

9月 12月 3月 最近 先行き 最近 先行き
（2020/6月） （2020/9月） （2020/9月） 変化幅 （2020/12月） 変化幅

全産業 7 6 -16 -31 -42 -24 7 -36 -12

製造業 -2 -8 -15 -31 -36 -29 2 -36 -7

　窯業・土石製品 - - -20 -40 -40 -60 -20 -60 0
　鉄鋼 - - -33 -33 -67 -33 0 -67 -34
　食料品 - - -25 -50 -63 -50 0 -37 13
　金属製品 - - 0 -33 -33 33 66 -33 -66
　はん用機械 - - -50 0 -25 -25 -25 -25 0
　生産用機械 - - -25 -50 -75 -25 25 -50 -25
　電気機械 - - -20 -80 -20 -80 0 -40 40
　造船・重機等 - - 33 11 11 22 11 0 -22
　素材業種 - - -33 -36 -55 -55 -19 -64 -9
　加工業種 - - -9 -30 -30 -21 9 -27 -6

非製造業 11 12 -16 -31 -44 -22 9 -37 -15

　建設 - - 20 25 -25 30 5 -10 -40
　不動産 - - 40 -20 -20 20 40 -20 -40
　卸売 - - -29 -50 -64 -57 -7 -64 -7
　小売 - - -41 -24 -29 -6 18 -17 -11
　運輸・郵便 - - -36 -73 -55 -73 0 -64 9
　電気・ガス - - 0 -33 -33 0 33 0 0
　対事業所サービス - - 20 0 -20 0 0 -20 -20
　対個人サービス - - -25 -75 -75 -50 25 -50 0
　宿泊・飲食サービス - - -67 -100 -100 -89 11 -89 0

2020年6月調査 2020年9月調査

出典）日本銀行長崎支店「長崎県・企業短期経済観測調査（短観）」 

【長崎県内の業況判断】 （「良い」-「悪い」･％ポイント) 
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イ）雇用情勢 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）経済成長率・県内総生産 

 

 

 

【経済成長率の推移】 

 

 

【産業分類別県内総生産（名目）の推移（億円）】 
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〇令和 2年 9月の有効求 
人倍率は 0.90倍 

〇新型コロナウイルス感染 
拡大の影響を受け 6か 
月連続で 1倍を切っている。 

 

〇本県の H29年度の経済成長率は名目 0.1％増、実質 0.2％減 
（国：名目 2.0％増、実質 1.9％増）。 

〇産業別では、第 1次産業で対前年 5.2％増、第 3次産業で対前年 0.4％増となった一方で、
第 2次産業は対前年 1.8％減。 

出典）厚生労働省長崎労働局「職業安定業務月報」 

出典）長崎県統計課まとめ 

出典）県民経済計算 
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③付加価値額等 

 

ア）付加価値額の水準等 

 

 

 

【九州各県一覧（人、百万円）】 

   

出典）H28経済センサス 

【産業分類別一覧】 

 

 

  

全国順位 全国順位

福 岡 県 192,914 2,120,204 10,348,615 53.6 14 4.9 20
佐 賀 県 35,283 343,512 1,446,675 41.0 31 4.2 36

長 崎 県 57,723 513,418 2,145,196 37.2 38 4.2 38

熊 本 県 67,174 660,731 2,847,569 42.4 27 4.3 33
大 分 県 49,325 462,156 1,935,902 39.2 35 4.2 37
宮 崎 県 48,094 430,449 1,693,218 35.2 43 3.9 46
鹿児島県 70,263 640,966 2,570,068 36.6 39 4.0 45
沖 縄 県 56,549 508,467 1,931,057 34.1 46 3.8 47

従業者あたり
付加価値
（③/②）

事業所数
①

事業
従事者数

②

付加
価値額

③

事業所あたり
付加価値
（③/①）

事業所数
事業

従事者数
付加価値

額

① ② ③ （③/①） 順位 （③/②） 順位

長崎県 　A 農業，林業 327 3,763 12,892 0.60% 39.4 ※ 3.4 ※

長崎県 　B 漁業 210 2,875 16,748 0.78% 79.8 ※ 5.8 ※

長崎県 　C 鉱業，採石業，砂利採取業 24 334 2,216 0.10% 92.3 16 6.6 24

長崎県 　D 建設業　　　　　　　 5,386 39,136 163,472 7.62% 30.4 40 4.2 44

長崎県 　E 製造業 3,787 68,170 367,883 17.15% 97.1 38 5.4 33

長崎県 　F 電気・ガス・熱供給・水道業　　　 72 1,726 34,426 1.60% 478.1 39 19.9 25

長崎県 　G 情報通信業　　　　　　 339 4,736 28,240 1.32% 83.3 43 6.0 43

長崎県 　H 運輸業，郵便業　　　　　　 1,373 24,298 94,801 4.42% 69.0 45 3.9 43

長崎県 　I 卸売業，小売業 16,499 108,745 458,437 21.37% 27.8 38 4.2 30

長崎県 　J 金融業，保険業　　　　　 930 14,829 106,259 4.95% 114.3 35 7.2 46

長崎県 　K 不動産業，物品賃貸業 3,008 8,939 36,907 1.72% 12.3 39 4.1 39

長崎県 　L 学術研究，専門・技術サービス業 1,913 12,816 73,646 3.43% 38.5 19 5.7 20

長崎県 　M 宿泊業，飲食サービス業 7,095 46,648 90,896 4.24% 12.8 33 1.9 31

長崎県 　N 生活関連サービス業，娯楽業 5,560 23,972 85,487 3.99% 15.4 16 3.6 10

長崎県 　O 教育，学習支援業 1,545 14,529 48,740 2.27% 31.5 25 3.4 31

長崎県 　P 医療，福祉 5,488 101,719 395,000 18.41% 72.0 18 3.9 24

長崎県 　Q 複合サービス事業 629 6,370 37,634 1.75% 59.8 34 5.9 6

長崎県 　R サービス業(他に分類されないもの)　　　 3,534 29,789 91,413 4.26% 25.9 33 3.1 28

※他県の秘匿値により算定不能

地域 産業大分類
付加価値
構成割合

事業所あたり
付加価値額

従業者あたり
付加価値額

出典）H28経済センサス 

 

〇平成 28年経済センサスによると、本県の事業所あたり、従業者あたり付加価値額、すなわ
ち労働生産性は、ともに全国 38位（九州 5位） 

〇本県の事業所あたり、従業者あたり付加価値額を産業分類別に全国と比較すると、下位の
産業が多く見られる。 
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イ）製造業について 

 

 

 

 

【製造品出荷額等の推移（億円）】 

 

 

【付加価値額の推移（億円）】 
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木材・木製品製造業（家具を除く） 家具・装備品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業 化学工業 石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除く） ゴム製品製造業 なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業 鉄鋼業 非鉄金属製造業
金属製品製造業 はん用機械器具製造業 生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業 電子部品・デバイス・電子回路製造業 電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 その他の製造業
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木材・木製品製造業（家具を除く） 家具・装備品製造業 パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業 化学工業 石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除く） ゴム製品製造業 なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業 鉄鋼業 非鉄金属製造業
金属製品製造業 はん用機械器具製造業 生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業 電子部品・デバイス・電子回路製造業 電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 その他の製造業

 

〇平成 25年から製造品出荷額等が増加した主な分野は「電子部品・デバイス・電子回路製造
業（648億円増加）」、「食料品製造業（616億円増加）、減少した分野は「はん用機械器具製
造業（415億円減少）」。 

〇平成 25年から付加価値額が増加した主な分野は「電子部品・デバイス・電子回路製造業
（716億円増加）」、減少した分野は「輸送用機械器具製造業（376億円減少）」 

出典）2019工業統計を基に作成 

出典）2019工業統計を基に作成 
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ウ）サービス産業について 

 

 

 

【小売業事業所のうち売り場面積 100㎡未満の事業所の割合】 

 

 

【小売業事業所のうち売り場面積 3000㎡以上の事業所の割合】 
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〇本県は規模の小さい（売り場面積 100㎡未満）事業所が多く、規模の大きい（売り場面積

3,000㎡以上）事業所が少ない。 

出典）H28経済センサスを基に作成 

出典）H28経済センサスを基に作成 
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【卸売業 事業所数と販売額の推移（百万円）】 

 

 

【小売業 事業所数と販売額の推移（百万円）】 
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出典）H28経済センサスを基に作成 

出典）H28経済センサスを基に作成 

 
〇卸売・小売業の事業所数は減少傾向（特に個人事業所）。 

〇個人事業所の事業所当たり販売額は上昇傾向。 
〇全般的な消費の低迷によって、体力のない個人事業所の多くが廃業となっている可能性。 



9 

 

３ 現行プランの主な成果と課題 

 

基本

指針 
主な成果 主な課題 

生
産
性
／
競
争
力
を
高
め
る 

〇県内製造業の従業者一人あたり付加価値額の

目標値 10,550千円を H30実績で達成 

〇サービス産業の県内総生産額目標値の 17,555

憶円を H29年度実績で達成 

〇県内食料品製造業は１事業者あたりの付加価

値額の目標値 142,140千円を H30実績で達成 

〇工業技術センター及び窯業技術センターの技

術支援による製品化のための試作件数の目標

値累計 1,384件を達成 

●県内製造業の従業者一人あたり付加価値額をさら

に高めるため、航空機、半導体関連など成長分野

における企業間連携等による事業拡大やサプライ

チェーン強化の支援が必要 

●食料品製造業においては、さらなる付加価値向上

を図るため、変化する市場ニーズを反映した商品づ

くりなど、販路を見据えた取組の支援が必要 

●コロナの影響により、県内総生産額等の R2 実績は

相当程度落ち込むことが想定されることから、さらな

る対策・支援が必要 

新
た
な
需
要
を
発
掘
／
創
出
す
る 

〇新たな産業分野における事業創出・参入件数

の目標値 4件（R2）を R1実績で達成 

〇県内実証フィールドでの海洋再生可能エネルギ

ー実証実施件数の目標値 6件を達成見込 

〇ＩＣＴ関連分野における新事業進出件数の目標

値 8件を R1で既に達成 

〇創業件数の目標値 3,000件を達成見込 

●海洋再生エネルギー関連産業の基幹産業化を目

指し、当該分野への県内企業の参入や取引の拡大

に向けたさらなる取組が必要 

●コロナ禍を契機としてさらに伸長することが見込ま

れるＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連産業の育成に向けたさら

なる取組が必要 

●コロナの影響により、海外への進出や販路拡大を

行う企業の動きが制限されていることから、コロナ収

束の動きを見据えた新たな取組への支援が必要 

働
く
場
を
創
る
／ 

改
善
す
る 

〇オフィスの整備面積の目標値 2,000坪に対し既

に 4,700坪（H30）達成 

〇誘致企業による雇用計画数の目標値 2,700人

に対し、既に 2,959人（R1）達成 

〇ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる企業の

割合の目標値 80.0％を達成見込 

●コロナ禍を契機とした生産拠点の国内回帰やＢＣＰ

対策などの企業動向を捉えた積極的な誘致活動が

必要 

●県内企業における良質な雇用環境の実現に向け

て、ワーク･ライフ･バランスなど職場環境の改善の

推進が必要 

有
能
な
人
材
を
育
成

／
確
保
す
る 

〇高等技術専門校の新規高卒者等修了生の県

内就職率 96.0％(R1)←目標値 90％以上 

〇県内高校生の令和元年度の県内就職率は

65.6％（速報値）となり、過去最高の数値を記録 

●県内大学生等の県内就職率向上のためのさらなる

対策が必要 

●新たな基幹産業をはじめとする県内企業の人材確

保に向けた、高度専門人材を含む産業人材の確

保・育成及び外国人材の受け入れ 
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ながさき産業振興プランの数値目標、実績及び達成状況 
基本 

指針 
指標 所管課 

基準値 

〔基準年度〕 

令和元年度 （参考） 最終目標値 

〔年度〕 

達成状況 

【見通し】 目標値 実績値 達成率 直近実績等 

生
産
性
／
競
争
力
を
高
め
る 

1 
県内製造業従業者一人あたり付加

価値額の増 
産業政策課 

10,046千円 

〔H24年〕 
－ － － 

11,909千円 

〔H30年〕 

10,550千円 

〔R2年〕 
達成見込 

2 
県内中小企業の１事業所あたり売上

金額 
産業政策課 

100百万円 

〔H27年〕 
－ － － 

100百万円 

〔H27年〕 

105百万円 

〔R2年〕 
予測困難 

3 サービス産業の県内総生産額 経営支援課 
17,375億円 

〔H24年度〕 
－ － － 

18,044億円 

〔H29年度〕 

17,555億円 

〔R2年度〕 
達成見込 

4 （宿泊業）生産性向上計画の策定数 経営支援課 － 10件 10件 100％ 累計 38件 
累計 40件 

〔R1年度〕 
達成困難 

5 
県の支援施策を受けた企業の付加

価値額の増加率 
企業振興課 － 5％ － － 

16.0％ 

〔R1年度〕 

5％ 

〔R2年度〕 
達成見込 

6 
県内食料品製造業１事業所あたりの

付加価値額の増 
企業振興課 

118,450千円 

〔H25年〕 
－ － － 

168,678千円 

〔H30年〕 

142,140千円 

〔R2年〕 
達成見込 

7 工業会組織の自立的な運営 企業振興課 － － 1件 －  
1件 

〔R2年度〕 
達成済 

8 受発注共通プラットフォームの構築 企業振興課 － － － － 
1件 

〔H29年度〕 

1件 

〔R2年度〕 
達成済 

9 

工業技術センター及び窯業技術セン

ターの技術支援による製品化のため

の試作件数 

新産業創造課 
238件 

〔H26年度〕 
1,079件 1,483件 137.4％ 

累計 1,483件 

〔R1年度〕 

累計 1,384件 

〔R2年度〕 
達成済 

10 特許実施許諾成約件数 新産業創造課 － 10件 5件 50.0％ 
累計 19件 

〔R1年度〕 

累計 50件 

〔R2年度〕 
達成困難 

新
た
な
需
要
を
発
掘
／
創
出
す
る 

11 
新たな産業分野における事業創出・

参入件数 
新産業創造課 

0件 

〔H26年度〕 
－ 1件 － 

4件 

〔R1年度〕 

4件 

〔R2年度〕 
達成済 

12 

県内実証フィールドでの海洋再生可

能エネルギー実証プロジェクト実施

件数（累計） 

新産業創造課 
1件 

〔H27年度〕 
5件 5件 100％ 

累計 5件 

〔R1年度〕 

累計 6件 

（R2年度） 
達成見込 

13 
県の支援によるロボット関連分野に

おける製品化 
新産業創造課 － 2件 2件 100％ 

累計 6件 

〔R1年度〕 

累計 8件 

〔R2年度〕 
達成見込 

14 商用ベースの燃料電池船の開発 新産業創造課 － 1隻 0隻 0％  
1隻 

〔R1年度〕 
達成困難 

15 
ＩＣＴ関連分野等における新事業進出

件数（累計） 
新産業創造課 

0件 

〔H29年度〕 
4件 6件 150％ 

累計 11件 

〔R1年度〕 

累計 8件 

〔R元年度〕 
達成済 

16 地域エネルギー会社の創設 新産業創造課 － 1社 5社 500％  
1社 

〔R1年度〕 
達成済 

17 
介護周辺・健康サービス分野の事業

化件数 
経営支援課 － 

25件 

〔H27～R 元〕 

22件 

〔H27～R 元〕 
88.0％  

累計 25件 

〔R1年度〕 
達成困難 

18 2人乗り超小型モビリティの製品化 新産業創造課 － － － － 
0件 

〔H30年度〕 

1台 

〔H30年度〕 
達成困難 

19 補助事業を活用する商店街数 経営支援課 － 25箇所 
33箇所 

〔H27～R 元〕 
132.0％  

累計 25箇所 

〔R1年度〕 
達成済 

20 
県の支援を受けて海外への進出や

販路拡大を行う企業・団体等の数 
経営支援課 

6社 

〔H26年度〕 
6社 8社 133.3％ 

累計 26社 

〔R1年度〕 

累計 30社 

〔R2年度〕 
予測困難 

21 
海外展開が可能な技術シーズの創

出 
新産業創造課 － － － － 

0件 

〔R1年度〕 

1件 

〔R2年度〕 
達成見込 

22 長崎港取扱コンテナ貨物量（実入り） 経営支援課 
3,500TEU 

〔H24年度〕 
9,100TEU 3,378TEU 37.1％  

10,000TEU 

〔R2年度〕 
達成困難 

23 
通信販売支援事業によるインターネ

ット通販の年間販売額 
経営支援課 － 1,800,000千円 960,290千円 53.3％  

1,800,000千円 

〔R元年度〕 
達成困難 

24 創業件数 経営支援課 － 600件 － － 

817件 

〔H30年度〕 

累計 2,289件 

累計 3,000件 

〔R2年度〕 
達成見込 

働
く
場
を
創
る
／ 

改
善
す
る 

25 新規分譲工業団地数（累計） 企業振興課 － － 3箇所 －  
5箇所 

〔R2年度〕 
達成困難 

26 オフィスの整備面積（累計） 企業振興課 － － 4,700坪 －  
2,000坪 

〔R2年度〕 
達成済 

27 誘致企業による雇用計画数 企業振興課 
2,217人 

〔H26年度〕 
620人 559人 90.2％ 

累計 2,959人 

〔R1年度〕 

2,700人 

〔R2年度〕 
達成済 

28 
ワーク・ライフ・バランスに取り組んで

いる企業の割合 
雇用労働政策課 

60.6％ 

〔H26年度〕 
78％ 79.2％ 101.5％  

80.0％ 

〔R2年度〕 
達成見込 

有
能
な
人
材
を
育
成
／
獲
得
す
る 

29 
コンソーシアムで検討し、事業化する

件数 
雇用労働政策課 － 3件 3件 100％ 

累計 17件 

〔R1年度〕 

累計 15件 

〔R2年度〕 
達成済 

30 

インターンシップ受講者アンケート調

査で「新たに県内企業を知ることが

できた」と回答した割合 

若者定着課 
82.0％ 

〔H27年度〕 
82％ 85％ 103.7％  

82.0％ 

〔各年度〕 
達成見込 

31 
高等技術専門校の新規高卒者等修

了生の県内就職率 
雇用労働政策課 

85.7％ 

〔H26年度〕 
90％ 96.0％ 106.7％  

90％以上維持 

〔R2年度〕 
達成見込 

32 県内大学生の県内就職率 若者定着課 
44.9％ 

〔H26年度〕 
55％ 37.8％ 68.7％  

55％ 

〔R2年度〕 
達成困難 

33 県内高校生の県内就職率 若者定着課 
57.7％ 

〔H26年度〕 
65％ 65.6％ 100.9％ （速報値） 

65％ 

〔R2年度〕 
達成見込 

34 
総合就業支援センター登録者の就

職率 
雇用労働政策課 

54％ 

〔H26年度〕 
72％ 94.5％ 131.3％  

72％ 

〔R2年度〕 
達成見込 
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１ コロナ禍の時代潮流と本県産業の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本県産業の課題 

第２章．次期プラン策定に向けて 

コロナ禍における危機の克服と 

新しい未来に向けた 

我が国の方向性 

（経済財政運営と改革の基本方針 2020 より） 

◎「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化

への集中投資・実装とその環境整備 

（デジタルニューディール） 

・デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

・新しい働き方・暮らし方 

◎「人」・イノベーションへの投資の強化 

 -「新たな日常」を支える生産性向上  

・科学技術・イノベーションの加速 

◎「新たな日常」が実現される地方創生 

・東京一極集中型から多核連携型の国づくりへ 

・地域の躍動につながる産業・社会の活性化 

◎新たな世界秩序の下での活力ある日本経済の

実現 

・サプライチェーンの多元化等を通じた強靱な経

済・社会構造の構築 

・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を中心とした環

境・地球規模課題への貢献 

 

◎県内企業の生産性向上、競争力強化に向

けたさらなる支援が必要 

◎ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連産業育成に向けたさら

なる取組強化と、海洋エネルギー関連分野

や航空機分野など本県の強みを活かすこと

ができる産業分野へのさらなる取り組み強化 

◎ニューノーマルと人口減少社会に対応した 

サービス産業の育成 

◎若者の県外流出 

◎多様な雇用機会の拡大 

◎有能な人材の育成と確保 

◎ワーク･ライフ･バランスなど職場環境の改善

のさらなる推進 

次期ながさき産業振興プラン（仮称）策定の基本姿勢 

本県が抱える課題への取組を着実に実行し、コロナ
禍がもたらした時代の潮流や国の方向性と連動し、
新たな時代への変革を一挙に進める。 
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 危機を克服する 

事業継続支援と

企業変革力の 

強化が必要です。 

若者の県内定着

と地域で活躍する

人材の育成が 

必要です。 

力強い産業の育成に

よる、魅力ある仕事

の創造が必要です。 

本県産業振興に向けた重点課題 

２ 本県の産業振興に向けた重点課題 

本県産業の現状分析や事業者のニーズ等を踏まえ、新たな時代において本県産業が持続可能

な発展を遂げるための重点課題を次のとおり設定し、「ニューノーマルへの適応」、「デジタル強

靭化社会の実現」、「オープンイノベーションによる価値創造」の 3つの共通視点をもって、新た

な施策の展開を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルスの感染

拡大は本県産業へ大きな影響

を与えています。 

この困難を克服するための

事業継続支援を国や地域と連

携して進めるとともに、ニューノ

ーマルの時代において飛躍を

遂げるため、デジタル技術の

活用や革新的な経営に取り組

むなどの企業変革力の強化が

求められます。 

ニューノーマルへの適応 

 

デジタル強靭化社会の実現 
オープンイノベーション 
による価値創造 

 

SDGsの反映※ 

若者の県外流出を抑制する

とともに U ターンを加速化させ

るため、若者の就業支援と若

者にとって魅力的な職場づくり

に取り組む必要があります。 

また、大学と連携した人材育

成やキャリア教育など、様々な

分野で活躍できる人材育成が

求められます。 

県内企業の生産性や付加価

値の向上に向け、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボ

ット関連産業、航空機関連産

業、海洋エネルギー関連産業

などの成長分野の創出・育成

に取り組み、スタートアップの

創出、地場の製造業・サービス

産業の成長支援や、戦略的、

効果的な企業誘致を推進する

必要があります。 

コロナ禍における危機を克服し、企業変革力の強化と人材育成、 

産業育成を加速化させるための共通視点 

新たな施策の展開へ 

ＩＴの技術を活かし、新たなサービスやビジネ

スモデルを展開することで生産性や付加価

値を高めるとともに、働き方改革など経営全

体の変革を実現する考え方。 

自社だけでなく、他社や大学、行政、起業家

など異業種・異分野が持つ技術やアイデア、

サービス、データ、ノウハウ、知識などを組み

合わせることで経営改革を実現する考え方。 

新型コロナウイルスと共存

する「新しい日常」に対応し

た生活様式や働き方、企業

活動の考え方。 
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危機を克服する事業継続

支援と企業変革力の強化 

若者の県内定着と地域で

活躍する人材の育成 

力強い産業の育成による、 

魅力ある仕事の創造 

 

 将来ビジョン （産業振興に向けたスローガンと基本指針） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年、長崎県の産業界は、新型コロナウイルス感染症拡大により大きな影響を受けています。 

本県では、官民が一体となってこの危機を克服し、事業の継続によって雇用を守り持続可能な産業

の発展を遂げるため、これまでに例を見ない「進化と創造」に挑戦し、新たな未来に向けて一丸となっ

て進みます。 

第３章．基本方針 

《スローガン》 

進化と創造、未来への挑戦。 
危機を克服し持続可能な発展を目指す長崎県 

 

基本指針１ 基本指針２ 基本指針３ 

進化に挑戦する 人が未来を創る 地力を高める 

⚫ 危機的な状況を打開

する事業継続の支援 

⚫ デジタルトランスフォー

メーション（ＤＸ）の推進 

⚫ 多様なイノベーション

を創出する環境づくり 

⚫ 将来を担う若者の就業

支援と魅力的な職場づ

くりの促進 

⚫ 大学と連携した地域が

求める人材の育成と地

元定着の推進 

⚫ キャリア教育の推進と

企業を支える人材の育

成・確保 

⚫ 外国人材の活用による

産業、地域の活性化 

⚫ 成長分野の新産業創

出・育成 

⚫ スタートアップの創出 

⚫ 製造業・サービス産業

の生産性向上と成長

促進 

⚫ 戦略的、効果的な企

業誘致の推進 

ニューノーマルへの適応 

 

デジタル強靭化社会 
の実現 

オープンイノベーション 
による価値創造 

３つの 
共通視点 

〔施策の柱〕 〔施策の柱〕 

⚫  

〔施策の柱〕 

●  
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（めざす姿） 

危機を克服する事業継続支援と 
企業変革力の強化 

 

 施策の方向性 

 

 

 

 

  

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本指針１ 

進化に挑戦する 

危機的な状況を打開する事業継続の支援 

 感染症や災害リスクに対応する取組の支援 

 雇用の維持・雇用機会の確保 

 経営基盤強化への支援 

施策の柱 

１－１ 
（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

事業継続計画等を策定している県内企

業の割合 － 30％（R7年度） 

 

 

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

 ＤＸによる経営革新に取り組む企業等への支援 

施策の柱 

１－２ 
（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

県の支援施策を受けた企業の付加価値

額の増加率（累計） － 12％（R7年） 

 

多様なイノベーションを創出する環境づくり 

 産学官連携によるオープンイノベーションの推進 

施策の柱 

１－３ 
（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

スタートアップの創出・誘致件数（累計） － 15件（R7年度） 

 

 

事業群 

事業群 

事業群 

第４章．施策の方向性 
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（めざす姿） 

若者の県内定着と地域で活躍する 
人材の育成 

 

 

 

 

  

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本指針２ 

人が未来を創る 

 

将来を担う若者の就業支援と魅力的な職場づくりの促進 

 県民の県内就職への意識醸成 

 高校生の県内就職の促進・支援 

 働き方改革と雇用環境の向上 

施策の柱 

２－１ 
（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

県内高校生の県内就職率 61.1％（H30年度） 68.0％（R7年度） 

県内大学生の県内就職率 41.0％（H30年度） 50.0％（R7年度） 

 

 

大学と連携した地域が求める人材の育成と地元定着の推進 

 県内大学生の県内就職の促進・支援 

 県外大学生のＵターン就職の促進・支援 

施策の柱 

２－２ 
（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

県内大学生の県内就職率 41.0％（H30年度） 50.0％（R7年度） 

福岡県及び首都圏の大学等に進学した長

崎県出身者のＵターン就職者数 
204人（H30年度） 340人（R7年度） 

 

キャリア教育の推進と企業を支える人材の育成・確保 

（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

県内企業に対する採用力向上支援と求職者支援によ

り新規就業が実現した者の数（新規就業者数・累計） － 1,700人（R7年度） 

 

 

外国人材の活用による産業、地域の活性化 施策の柱 

２－４ 
（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

県内の外国人労働者数 2,462人（H30年度） 5,012人（R7年度） 

 

 

 企業を支える人材育成 

 多様な人材確保 

 外国人材の地域における活躍 

施策の柱 

２－３ 

事業群 

事業群 

事業群 

事業群 
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（めざす姿） 

力強い産業の育成による、 
魅力ある仕事の創造 

 

 

 

 

  

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本指針３ 

地力を高める 

 
成長分野の新産業創出・育成 施策の柱 

３－１ （達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

新たな基幹産業 3分野における売上高 507億円（H30年） 1,210億円（R7年） 

新たな基幹産業 3分野における雇用者数 3,809人（H30年） 7,000人（R7年） 

 

 

スタートアップの創出 

 スタートアップによる新サービスの創出 

施策の柱 

３－２ （達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

スタートアップの創出・誘致件数（累計） ※再掲 － 15件（R7年度） 

 

製造業・サービス産業の生産性向上と成長促進 

戦略的、効果的な企業誘致の推進 施策の柱 

３－４ 

 競争力の強化による製造業の振興 

 規模拡大による製造業の振興 

 観光関連産業等（宿泊業・飲食業等）の振興 

 事業承継及び創業・起業の推進 

 地域産業を支える企業等の成長促進 

 新たな基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向けた企業誘致の推進 

施策の柱 

３－３ 

 新たな基幹産業の創出（海洋エネルギー関連産業等） 

 新たな基幹産業の創出（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連産業） 

 新たな基幹産業の創出（航空機関連産業） 

 高齢化社会に対応するヘルスケアサービスの創出 

事業群 

事業群 

事業群 

事業群 

（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

県内製造業の従業員一人あたり付加価値額 11,909千円（H30年） 12,504千円（R7年） 

サービス産業の県内総生産額 18,044億円（H29年） 18,764億円（R7年） 

県内サービス産業の従業員一人あたり売上額 16,712千円（H30年） 17,384千円（R7年） 

 

（達成目標） 

成果指標 基準値（基準年） 目標値（目標年） 

誘致企業による立地件数（累計） 9件（H27～R1年度平均） 50件（R3～R7年度） 

誘致企業による雇用計画数（累計） 665人（H27～R1年度平均） 2,500人（R3～R7年度） 

 



18 

 

 

経済産業省によると、ＤＸとは、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジ

タル技術を活用して、顧客や社会のニーズをもとに、製品やサービス、ビジネスモデルを変革

するとともに、業務そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確

保すること」であり、デジタル化への対応を進められるか否かが企業の競争力を左右する要因

の１つになっていることを示しています。 

また、新型コロナウイルスの世界的感染拡大以降、電子商取引やデジタルを活用したコミュ

ニケーションの普及など、経済・社会のデジタル化が急速に加速しており、一部の企業では、

デジタル技術を活用した取組を積極的に進めることにより、それが高い企業パフォーマンスに

結びついている例も見られます。 

こうしたデジタル技術を活用して付加価値を生み出す取組は生産性向上を図る上でも欠か

せないものであり、県内の中小企業が本気でＤＸに取り組み、企業変革力を高めていけるよう、

集中的に取り組みます。 

 

主な取組（再掲） 

●県内企業のＤＸ推進への意識醸成を図るための情報発信の強化 

●ＤＸを推進する専門人材の育成 

●ＤＸに向けた新たな技術や設備等の導入に関する支援 

●ＤＸ実証事業の推進 

第６章．重点推進プロジェクト 

県内中小企業ＤＸ推進プロジェクト（仮） １ 
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本県の生産年齢人口が県人口の 5割を切ると予想される「2040年問題」を控える中、県内産

業の持続的成長に向けた人材の育成・確保は急務であり、特に、新たな基幹産業や半導体関

連産業など成長分野への産業人材の転換が課題となっています。 

 県では、県内企業のニーズに沿った人材を育成し、確保するために、 

 ・県外からのＵＩＪターン人材の確保及びプロフェッショナル人材の活用 

 ・県内大学等における高度人材の育成及び県内就職支援 

 ・女性や中高年、高齢者の活躍を促進するための人材育成及び就職マッチング 

 ・企業における階層別の人材育成の充実 

など、複数の取組により相乗効果を発揮させ、成果を生み出すことを目指します。 

一方で、県内企業に対し、職場環境のさらなる改善を図るための取組や、採用力向上に向

けた処遇改善等の伴走型支援、新型コロナウイルス禍を契機としたＤＸの促進など、良質な雇

用の場の創出につながる支援にも取り組みます。 

 

主な取組（一部再掲） 

●人材活躍支援センターにおける若年者等と県内中小企業等との人材マッチング強化 

●キャリアパス導入や処遇改善の働きかけなど、県内企業の採用力向上に向けた伴走型支援 

●就職氷河期世代のキャリアアップ、就業支援 

●プロフェッショナル人材の活用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業人材育成・確保プロジェクト ２ 

確保
●高度ＩＴ人材

●成長分野人材（産業構造の転換）

●女性・若者等の県外ＵＩＪターン

誘致企業や県内大手企業を中心とした高度ＩＴ人材の確保情報産業

半導体関連産業 （協力企業含む）の人材確保半導体

採用力向上に向けた伴走型支援

UIJターン人材の確保・プロフェッショナル人材の活用
県内企業

育成
●成長分野の人材（産業構造転換）

●変化に対応できる人材（ＤＸ人材等）

●早期離職防止

大学と連携した高度ＩＴ人材育成

新たな基幹産業等の成長分野の人材育成

［３階部分］

成長分野育成

変化に対応できる次世代経営層・ＤＸ人材育成

各業種において有用な技術・技能向上

［２階部分］

業種別育成

早期離職を防ぐ人材育成・環境整備

業種共通の基礎的スキルの習得

［１階部分］

基礎的育成

県産業人材育成戦略（Ｈ29.3策定）に基づく 「３階建の人材戦略」
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本県には、広大な海域があり、洋上風力発電の導入ポテンシャルが高い地域であることや、

造船関連産業の集積地として、長年、培われた技術等の蓄積があることから、海洋エネルギー

関連産業の拠点形成を図り、国際競争力のある新たな基幹産業の創出を目指します。 

再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定により、洋上風力発電の商用事業実施に伴う

大幅な市場の拡大が期待される中、国内外の需要を取り込むため、商用フィールドの導入促

進に取り組むとともに、分野ごとの中核企業を中心とした共同受注体制の形成及びアンカー企

業の創出とサプライチェーンの構築を支援することにより、県内企業の受注拡大を図ります。 

また、再生可能エネルギーの主電源化に向けた電力の利活用の検討及び技術力向上の支

援により県内企業の新規事業分野への参画を推進します。 

 

主な取組（再掲） 

●事業誘致体制の強化及び商用化フィールドの導入の促進 

●アンカー企業の創出及び分野毎の中核企業育成による共同受注体制構築の支援 

●海洋エネルギー関連産業の技術開発と欧州の先進事例を活用した実践的な専門人材の育成 

●再生可能エネルギーを活用した県内企業の事業化の支援 

 

 

 

海洋エネルギー関連産業振興プロジェクト ３ 
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ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連産業については、県内産業の生産性や、付加価値の向上を図るととも

に、産業としても成長が見込まれる分野であり、専門人材の育成と企業間連携の促進を図って

います。 

人材育成の面では、平成 28 年 4 月に、4 年生大学としては初めて長崎県立大学に情報セ

キュリティ学科が開設され、長崎大学においても、令和 2年 4月に情報データ科学部が開設さ

れるなど教育環境が整備されています。 

また、企業誘致により日本を代表する情報サービス系企業の研究・開発拠点が相次ぎ立地

し、県内情報産業にとって環境が充実してきたところです。 

今後は、県内情報企業と、県内大学、情報サービス系誘致企業の連携を深め、付加価値の

高いコンサルティングやビジネスモデルの提案ができる中核的なシステムインテグレーター（ＳＩ

ｅｒ）への成長を支援し、県外需要を獲得し、県内企業の規模拡大を目指して取り組みます。 

 

主な取組 

●県内情報産業分野における高度専門人材の育成 

●誘致ＩＴ企業等との連携による県内サプライヤー企業の事業拡大 

●専門的機関と連携したロボット・ＩｏＴシステムやサービス開発の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連産業振興プロジェクト ４ 

フェーズ１（～2020年） 

県内需要の開拓 

フェーズ２（～2023年） 

県内需要の拡大、県外販路の開拓 

フェーズ３（～2028年） 

県外販路の拡大 

SIer の技術力向上 

AI・IoT、ロボット導入促進 

提案型ビジネスへの転換 

企業・人材の集積 

県外販路の拡大 

中核的 SIer を中心とした 

技術連携体制の強化・拡大 

県外市場 

先進的サービス提供 

高度ビジネスモデル提案 

高度ロボットシステム提案 
中核的 SIer 中核的 SIer 

SIer SIer 

… 

SIer 

技術力のある県内企業群の形成 

規模拡大 

企業数増加 

中核的 SIer 

SIer 

SIer予備群 

技術連携体制

の強化・拡大 

新サービス提供 

生産性向上 

高度専門 

人材の集積 
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本県では、造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出を目指し、航空機関連産業の振興に取り組

んでいます。 

世界的な拡大が見込まれる民間航空機需要を取り込み、受注拡大と雇用創出を図るため、

県内中小企業の航空機関連産業への新規参入や企業間連携を支援するとともに、新たな中

核となる企業の誘致などを進めています。 

既に、10 社を超える県内中小企業が、造船業で培った高い金属加工技術を活かし、航空機

産業へ参入している中、令和 2年 11月、大手重工メーカーのエンジン工場の稼働が開始され、

新たな取引も期待されます。 

こうした取組を通じ、県内での航空機関連サプライチェーンの形成・強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組（再掲） 

● 中核企業の誘致・育成 

● 企業間連携や認証取得等による県内企業の育成・新規参入の支援 

 

 

 

 

  

航空機関連産業振興プロジェクト ５ 

 

≪長崎県航空機産業クラスター協議会≫ 

・平成 30年 8月に設立し、令和 2年 10月末現在で 55社が参加 

・大手重工と取引のある中核企業や、航空機産業へ参入するため必要な認証取得に取り組む

企業、今後の参入を目指す企業などで構成 

・県では、各会員企業のステージに合わせ、企業間連携や販路拡大等の支援を実施 

現企業間連携と新規参入、企業誘致の促進によるサプライチェーンの構築・強化 



23 

 

数値目標一覧 

 

基本 

指針 
施策の柱 指標 

数値目標 

基準値[基準年] 目標値[目標年] 

進
化
に
挑
戦
す
る 

危機的な状況を打開する事

業継続の支援 

事業継続計画等を策定している県内企業の

割合 
－ 30％（R7年度） 

県内企業に対する採用力向上支援と求職者

支援により新規就業が実現した者の数（新

規就業者数・累計） 

－ 1,700人（R7年度） 

新規融資保証承諾額 
19,308百万円 

（R1年度） 
設定なし 

デジタルトランスフォーメーシ

ョン（ＤＸ）の推進 

県の支援施策を受けた企業の付加価値額

の増加率（累計） 
－ 12％（R7年） 

多様なイノベーションを創出

する環境づくり 
スタートアップの創出・誘致件数（累計） － 15件（R7年度） 

人
が
未
来
を
創
る 

将来を担う若者の就業支援

と魅力的な職場づくりの促進 

コンセプトサイトの閲覧数の伸率 100％（R1年度） 250％（R7年度） 

県内高校生の県内就職率 61.1％（H30年度） 68.0％（R7年度） 

ワーク・ライフ・バランスや処遇改善に取り組

んでいる企業の割合 
75.3％（H30年度） 87.5％（R7年度） 

大学と連携した地域が求め

る人材の育成と地元定着の

推進 

県内大学生の県内就職率 41.0％（H30年度） 50.0％（R7年度） 

福岡県及び首都圏の大学等に進学した長崎

県出身者のＵターン就職者数 
204人（H30年度） 340人（R7年度） 

キャリア教育の推進と企業を

支える人材の育成・確保 

県内企業に対する採用力向上支援と求職者

支援により新規就業が実現した者の数（新

規就業者数・累計） ※再掲 

－ 1,700人（R7年度） 

高等技術専門校の普通課程修了生の県内

就職率 

88.6％ 

（H28～H30年度平均） 

93.0％ 

（R7年度） 

プロフェッショナル人材の雇用人数（累計） 
17人 

（H27～30年度平均） 

158人 

（R7年度） 

外国人材の活用による産

業、地域の活性化 
県内の外国人労働者数 2,462人（H30年度） 5,012人（R7年度） 

 

  

（調整中） 
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基本

指針 
施策の柱 指標 

数値目標 

基準値[基準年] 目標値[目標年] 

地
力
を
高
め
る 

成長分野の新産業創出・育

成 

新たな基幹産業 3分野における売上高 507億円（H30年） 1,210億円（R7年） 

新たな基幹産業 3分野における雇用者数 3,809人（H30年） 7,000人（R7年） 

海洋エネルギー関連産業における売上高 1億円（H30年） 101億円（R7年） 

海洋エネルギー関連産業における雇用者数 3人（H30年） 905人（R7年） 

AI・IoT・ロボット関連産業における売上高 456億円（H30年） 1,014億円（R7年） 

AI・IoT・ロボット関連産業における雇用者数 3,306人（H30年） 5,145人（R7年） 

航空機関連産業における売上高 50億円（H30年） 95億円（R7年） 

航空機関連産業における雇用者数 500人（H30年） 950人（R7年） 

支援事業者のうち、前年比で売上がアップし

た事業者の割合（ヘルスケア産業） 
－ 100％（R7年度） 

スタートアップの創出 
スタートアップの創出・誘致件数（累計） 

※再掲 
－ 15件（R7年度） 

製造業・サービス産業の生

産性向上と成長促進 

県内製造業の従業員一人あたり付加価値

額 

11,909千円 

（H30年） 

12,504千円 

（R7年） 

サービス産業の県内総生産額 
18,044億円 

（H29年） 

18,764億円 

（R7年） 

県内サービス産業の従業員一人あたり売上

額 

16,712千円 

（H30年） 

17,384千円 

（R7年） 

県の支援施策を受けた企業の付加価値額

の増加率（累計） 
－ 20％（R7年） 

立地協定を締結し設備投資などに対する県

の支援を受けた地場企業による新規雇用計

画数（累計） 

－ 500人（R7年度） 

支援事業者のうち、前年比で売上がアップし

た事業者の割合（観光関連産業等） 
－ 100％（R7年度） 

事業承継ネットワークによる事業承継計画

の策定件数（累計） 
20件（H30年度） 1,250件（R7年度） 

事業計画の策定から 1年後に新規事業展開

（創業を含む）を図り事業化に至った企業数

（累計） 

0件（R1年度） 150件（R7年度） 

地域ごとの小規模事業者の持続的発展支

援に資する計画の目標達成団体数（累計） 
9団体（R1年度） 28団体（R7年度） 

戦略的、効果的な企業誘致

の推進 

誘致企業による立地件数（累計） 
9件 

（H27～R1年度平均） 

50件 

（R3～R7年度） 

誘致企業による雇用計画数（累計） 
665人 

（H27～R1年度平均） 

2,500人 

（R3～R7年度） 

 


